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社会福祉法人飯田市社会福祉協議会 令和２年度事業報告 

 

１ はじめに 

飯田市社会福祉協議会は、地域福祉を推進する中核的団体として、高齢者等が健やかに安心し

て暮らすことができる地域社会の構築に向けて、地域福祉事業と介護保険事業に取り組んでいま

す。 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策が事業運営や経営にも影響を及ぼすこととなり

ましたが、社会福祉協議会自身の役割を果たすと共に、地域住民、利用者及び家族に選ばれる事

業所及びサービスをめざし、職員一同業務を進めてまいりました。 

また、前年度から取り組んできた「赤字経営から黒字経営への転換」に向けて、上半期に「飯

田市社会福祉協議会経営改善計画」を策定し、飯田市社会福祉協議会の掲げる基本理念と経営方

針に基づき、重点目標の実現に向けて「７つの柱」を定めた実行計画による取り組みを開始しま

した。 

 

２ 事業報告 

(1) 地域福祉活動部門 

ア 地域福祉コーディネーターによる地域支援 

令和２年度は新型コロナにより活動が制限され、元年度に比べ活動数が減少しましたが、

感染症対策や活動に対する相談支援を実施する中、各地区の工夫により活動の再開や継続に

つなげることができました。 

最終年度を迎える第１期「飯田市地域福祉計画・地域福祉活動計画」について飯田市と共

に評価を行い、地域共生社会の実現を目指した第２期計画を策定することができました。 

 

イ ボランティアセンター機能の充実 

コロナ禍の活動推進として、マスクづくりボランティア活動やマスクポストの設置を行い、

必要とする機関へ提供しました。また、新型コロナの影響による生活困窮者の増加に伴い、

新たにフードドライブ事業を立ち上げました。 

福祉教育推進育事業として、学校と連携した出前福祉講座等を開催しましたが、「高校生

ボランティアワークキャンプ事業」については、感染症拡大防止のため中止としました。 

災害ボランティアセンター立ち上げ訓練については、感染症対策の視点から、専門家を講

師としたオンライン講座として開催し、災害救援ボランティアのフォローアップ研修を兼ね

た机上訓練として実施しました。 

 

ウ 各種相談窓口の充実 

生活福祉資金貸付事業では、コロナ禍における緊急小口資金、総合支援資金の特例貸付を

実施しました。新型コロナの影響により困窮した相談者の生活維持に向けて、まいさぽ飯田

と連携した貸付対応を実施しました。 

相談事業については、包括的相談支援の実施に向け、心配ごと相談とまいさぽ飯田、成年

後見センターと日常生活自立支援事業の集約を検討し、令和３年度からの体制構築に向けて

準備を進めることができました。 
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(2) いいだ成年後見支援センター部門 

日常生活自立支援事業と相談窓口を一元化し、初回相談の合同実施など専門性の高い相談支

援体制の充実化を図ることができました。 

前年度に構築された、飯伊圏域における成年後見制度利用促進地域連携ネットワークの中核

機関の役割を担い、ネットワーク参加者に対するオンライン研修会を開催しました。 

 

(3) 飯田市生活就労支援センター（まいさぽ飯田）部門 

令和２年度は新型コロナの影響による生活困窮者からの相談が多く、住居確保給付金の申請

対応や、生活福祉資金特例貸付対応などの相談支援を集中的に実施しました。 

就労支援では、従来の相談者の他に、新型コロナの影響による失業や休業から収入が減少す

る世帯が増加した中で、「まいさぽ飯田支援調整会議」で情報共有を図るとともに、関係機関

との連携を強化した就労支援を実施しました。 

 

(4) 地域包括支援センター部門 

新型コロナに多くの事業が影響を受けました。大勢の参加者が見込まれる事業は中止や休止

せざるを得ませんでしたが、相談支援業務については感染予防に配慮しつつ継続対応し、利用

者・ご家族の思いに応えることができました。 

介護予防普及活動を通じて、「自立支援」、「介護予防」、「重度化防止」に係る取り組みを推

進しました。総合事業では住民主体の「通所型サービスＢ事業」、「通所型サービスＣ事業」に

取り組みました。 

 

(5) 介護保険部門 

ア 在宅サービス事業 

近年、各種施設等への入所者が増えたことを背景とする在宅サービス利用者の減少や、利

用者の軽度化による介護報酬単価の低下等により、介護保険収入が減少しています。 

新型コロナ対応として、施設サービス課と連携して作成したマニュアルに基づき、事業所

毎に感染予防の実施、訪問先や送迎時における対応等を徹底し、安全に事業を実施すること

ができました。また、Wi-Fi 環境をオンライン研修対応に整え、ご利用者へのレクリエーシ

ョン等にも活用しました。 

経営改善計画期間の令和２年度から５年度に、事業所ごとの目標値を設定し、利用者に選

んでいただける魅力ある事業所を目指す取り組みを開始しました。 

(ｱ) 通所介護（デイサービス）事業 

各事業所のＰＲと空き情報を発信し、近隣地域とのつながりを維持しながら利用者ニー

ズに柔軟に応えられるよう取り組みました。しかし、多くの事業所で目標利用率を達成す

ることができず、収入は前年度を下回る結果となったため、令和３年度からの実施に向け

て、事業所毎に特色ある新たなサービスの事業展開を立案しました。総合事業通所型サー

ビスＡ事業について、利用率が伸び悩んでいる状況が継続しているため、１月より北部デ

イ会場をいいだデイ会場に統合しました。 

(ｲ) 訪問介護（ホームヘルプ）事業 

利用者の軽度化による介護報酬単価の低下により介護保険収入が減少しています。事業
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の集約化・効率化を目指して、令和２年４月に、いいだとかわじの事務所を統合しました。

24時間巡回ホームヘルプ事業は、深夜帯のニーズが少なく利用者増が望めない状況がある

ため、事業継続について研究しました。南信濃では、地域の福祉ニーズに応えるため、飯

田市の基準該当サービス事業所として令和２年 10月より運営を開始しました。 

(ｳ) 訪問入浴 

昭和 50年から継続受託してきた当該事業ですが、「訪問入浴車」更新にかかる費用負担

と他法人によるサービス供給状況を踏まえ、令和３年３月 31日をもって終了しました。 

(ｴ) 介護相談センター 

介護報酬の加算算定要件を整えると共に効率化を目指して社協相談センターと竜東相

談センターを統合し、令和３年４月の開設に向け新事務所に移転しました。 

 

イ 施設サービス事業（特別養護老人ホーム飯田荘・第二飯田荘・遠山荘） 

長期入所では前年度より多くの退荘者があり、新規入所手続き期間に空床が多く発生しま

した。短期入所では新型コロナ発生に係る新規利用者の受け入れ制限により利用率が低下し、

それぞれ介護保険収入の減少に影響しました。遠山荘では、人材不足が利用者数の減少に影

響しています。 

新型コロナ対応として、三荘で連携・協力、また在宅サービス課とも協同し、社協独自の

ガイドラインを定め、マニュアルの見直しや感染防止対策を実施しました。 

安定経営を目標に、人材育成、業務の効率化及び合理化、事業費支出削減に取り組みまし

た。法人内共通の介護保険請求システムの導入や、コロナ禍でのリモート面会やリモート研

修対応のため、環境整備・各種ＩＣＴ機器の導入を行い、職員の負担軽減と業務の効率化を

目指しました。飯田荘では、介護用リフトを増設し、介護負担の軽減を図りつつ安楽なサー

ビス提供に努めました。 

施設設備の経年劣化はここ数年の継続的な課題となっています。 

 

(6) 法人運営部門 

組織を７課から５課体制に再編し、効果的な事業運営を行いました。経営改善計画や今後の

事業規模等について、事業運営検討会議、飯田市健康福祉部との懇談会、通年開催の課長会に

て検討を行い、理事会にも報告及び意見聴取を行いました。経営改善に関する具体的な取り組

みについては、課長会等の検討や職員との懇談会なども踏まえ、事業所の統合や廃止、新規サ

ービス等を検討しました。 

職員数が年々減少し、利用者の受入数減少や業務負担増に影響している点から、人材確保が

大きな課題となっています。組織改革専門部局を中心に、職員の雇用方針、職責や昇格基準の

見直し及び手当新設等について検討しました。 

新型コロナについて、対策本部を立ち上げ、法人独自の警戒レベルに従い、対策方針を共有

しました。各施設ではマニュアルを作成し感染対策に取り組みました。また、感染症対応とし

て主流となった、オンライン環境を整備しました。 
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３ 決算報告 

令和２年度の決算における当期活動増減差額は、社会福祉事業会計△17,031,576円、公益事業

会計 6,204,487円、合計△10,827,089円となりました。 

収益は前年度比較で△55,724 千円余（令和元年度△95,177 千円余）で、新型コロナ関連の補

助金、受託金収益の増加と介護保険事業収益の減少が主な理由です。費用は、人件費、事業費等

の減少により前年度比較で△83,481 千円余（令和元年度△55,591 千円余）となり、前年度に比

べてマイナス額が 36,808,891円改善された結果となりました。 

３年連続のマイナス決算を受け、令和２年度を「改革元年」と位置付け、上半期に令和２年度

から５年度までを期間とする「第 1期経営改善計画」を策定し、実行計画に基づく経営改革に着

手しました。７つの柱を定め、事業の廃止、事業所の統合、人件費の適正化、ＩＣＴ機器導入等

を実施し、将来的な人材確保のために人材育成を研究するプロジェクト組織を検討しました。 

 

社会福祉事業会計 

収入について、介護保険事業収益は、軽度利用者の拡大による介護報酬単価の低下と利用者の

減少が継続し減収となりました。令和２年度は新型コロナによる利用制限等も利用者の減少に影

響し、多くの事業所で前年度収益を下回る結果となりました。新型コロナ関連の国・県・市補助

金収益、県受託金収益が増加した一方で、新型コロナによる事業未実施が影響する市補助金収益、

市受託金収益が返還のため減額となりました。 

  支出について、人件費は、賞与の支給率見直し、職員数の減少により減額となりました。事業

費は、新型コロナ関連の保健衛生費、介護報酬請求に係る新システムへの切り替えや、事務所の

統合や移転に係る費用が増加しました。一方、事務改善の工夫により印刷、消耗品、水道光熱費

等が減額となりました。助成金費用についても新型コロナの影響による事業未実施分は減額とな

りました。 

 

公益事業会計 

  収入について、市受託金収益が業務の拡大により増収となりました。また、社会福祉事業会計

と同様に、新型コロナ対策の国・県・市補助金収益が増加しました。介護予防の計画作成に係る

介護保険収益は件数の減少により減収となりました。 

支出については、社会福祉事業会計と同様に、人件費、印刷、消耗品、水道光熱費等の事業費

が減額となりました。 

 

４ 飯田市社会福祉協議会経営改善計画（第１期） 

 (1) 計画の推進期間 

   令和２年度～５年度（４年間） 

「地域福祉計画・地域福祉活動計画」、「飯田市介護保険事業計画」及び「市からの指定管理

施設の指定管理期間」等の終了年度を参考に４年間の計画とする。 
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(2) 飯田市社協会計収支の推移                                  単位＝千円 

区分 H27 H28 H29 H30 R1 

社会福祉事業会計収支 36,885 49,804 ▲3,043 ▲37,093 ▲54,278 

公益事業会計収支 18,467 7,705 2,223 6,761 6,642 

二会計事業会計収支 55,358 57,511 ▲821 ▲30,332 ▲47,635 

 

(3) 社会福祉事業会計における「介護保険事業収益」の推移                    単位＝千円 

年度 介護保険事業収益 増減金額 前年度比較 H25比較 

H25 1,497,035   100.0% 

H26 1,515,569 18,534 101.2% 101.2% 

H27 1,505,759 ▲9,810 99.4% 100.6% 

H28 1,444,347 ▲61,412 95.9% 96.5% 

H29 1,362,062 ▲82,285 94.3% 91.0% 

H30 1,224,144 ▲137,918 89.9% 81.8% 

R1 1,197,732 ▲26,412 97.8% 80.0% 

 

(4) 重点目標 

・ 将来の経営基盤を強化するために、プロジェクト組織を発足し研究に着手します。 

・ ２年目となる「地域福祉課題検討会」への対応を行うと共に、「飯田市地域福祉活動計画」

を策定します。 

・ 各事業所の事業の見直しを行うことで、運営の安定化への道筋を確立します。 

・ 介護機器等の導入により、業務の効率化及び合理化を研究し、安定経営を目指します。 

・ 人口減少と高齢化が顕著な遠山地区における持続可能な「福祉の里づくり」のために、新

たな組織で福祉サービス事業の円滑な運営に努めます。 

・ 福祉のまちづくりの更なる推進のために、飯田市と飯田市社会福祉協議会との役割分担と

責務、連携方法等について、両者の懇談会等により明確とすると共に、市が策定する当社協

に関係する計画の改訂にあたっては、これまでの取り組み実績を評価すると共に、積極的に

提言及び意見の提案を行います。 
 

(5) 取り組みの柱 

・ 収入の向上 

・ 支出の抑制 

・ 収支バランスの維持 

・ 職場環境の改善 

・ 総合相談体制の構築 

・ 職員の資質向上及び介護技術力の向上 

・ 業務量の適正化の研究 
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令和２年度 飯田市社会福祉協議会 社会福祉事業会計及び公益事業会計決算 <概要> 

１ 社会福祉事業会計…法人運営部門（①企画運営に関する事業）、地域福祉部門（②ふれあい福祉センター ③ファミリーサポートセンター ④ボランティアセンター ⑤赤い羽根共同募金

事業 ⑥遠山地域支援事業 ⑦生活就労支援事業 ⑧基金運営事業）介護福祉部門（⑨介護保険事業 ⑩在宅福祉事業・自立支援法推進に関する事業） 
勘定項目 内容 決算額 勘定項目 内容 決算額 増減差額 

会費収益        (0.3%) 1号会員(市内全世帯) 

3,870,300円(98.8%) 

2号～4号会員 48,000円 

3,918,300 人件費     (73.9%) 役員報酬・職員給料・職員賞

与・非常勤職員給与・賞与引当

金繰入・退職金・法定福利費 

1,024,400,618  

寄附金収益      (0.2%) 個人・事業所・団体等(344件) 1,960,161 事業費      (22.5%) （前年度から増額科目） 

保険衛生費・修繕費・業務委託

費・手数料・賃借料等 

（前年度から減額科目） 

旅費交通費・車両費・水道光熱

費・日用品費等 

311,872,689 

 

 

 

経常経費補助金収益(3.6%) 国・県補助 11,792,092円 

市補助 27,770,586円 

共同募金配分 8,421,662円 

47,984,340 

受託金収益      (9.5%) 県受託金 9,454,968円 

市受託金 118,665,781円 
128,120,749 

介護保険事業収益 (84.6%) 施設・居宅・地域密着型・居宅
介護支援・介護予防日常生活支

援総合事業・利用者等利用料等 

1,139,639,796 事務費      (0.8%) 福利厚生費・研修研究費・会議

費・広報費・渉外費・雑費 
10,822,912 

その他の費用  (2.8%) 助成金・寄附金・減価償却費・

国庫補助特別積立金取崩額、徴

収不能額 

40,107,925 

その他の収益等   (1.8%) 障がい福祉サービス事業等 24,769,422 

① サービス活動収益計  1,346,392,768 ①サービス活動費用計  1,387,204,144 △40,811,376 

② サービス活動外収益計 積立預金利息配当金等 3,578,443 ②サービス活動外費用計  0 3,578,443 

③ 特別収益計 施設整備等補助金等 219,693,576 ③特別費用計 固定資産売却損等 199,492,219 20,201,357 

収益（①②③）合計 1,569,664,787 費用（①②③）計 1,586,696,363 △17,031,576 

 

２ 公益事業会計…飯田市福祉会館・南信濃福祉研修センターの管理、地域包括支援センター及びいいだ成年後見支援センター事業 

勘定項目 内容 決算額 勘定項目 内容 決算額 増減差額 

受託金収益     (70.7%) 

 

施設受託 10,489,000円 

事業受託 135,752,000円 
146,241,000 

 

人件費    (71.8%) 

 

職員給料・職員賞与・非常勤職

員給与・賞与引当金繰入・法定

福利費 

132,347,190 

 

 

介護保険事業収益 (26.4%) 居宅介護支援介護料
32,680,640円 

介護予防・日常生活支援総合事

業 21,907,980円 

54,588,620 事業費      (26.6%) 

 

 

 

（前年度から増額科目） 

賃借料・消耗器具備品費・燃料

費・手数料等 

（前年度から減額科目） 

業務委託費・車両費・通信運搬

費・諸謝金等 

49,001,419 

その他の収益     (2.9%) 経常経費補助金収益・事業収
益・負担金収益・利用料収益 

5,987,550 

その他の費用  (1.6%) 事務費・減価償却費 3,030,381 

①サービス活動収益計  206,817,170 ①サービス活動費用計  184,378,990 22,438,180 

②サービス活動外収益計 受取利息配当金収益等 561,950 ②サービス活動外費用計  0 561,950 

④ 特別収益計 事業区分間繰入金収益等 10,554,779 ③特別費用計 事業区分間繰入金費用等 27,350,422 △16,795,643 

収益（①②③）合計 217,933,899 費用（①②③）合計 211,729,412 6,204,487 
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●会費収入がある事業　◆飯田市からの受託金・補助金収入がある事業

2,005,311 257,000 4,407,880 51,381,550

168,821,726 1,254,250 728,000 16,746,684

1,198,274 339,211 1,521,520 11,210,865

0 164,728 1,716,966 123,732,132

145,680 728,040 8,374,366 10,505,426

1,706,820 49,288,002 11,786,727

319,527 3,400,159 115,358,445

174,197,338 4,619,623 7,981,696 96,699,500

5,540,317 5,879,056 66,853,609

4,641,480 13,860,752 54,468,667

830,691 32,610,250

6,564,000 214,928,060

8,557,385 25,925,048 188,325,759

7,197,600 25,925,048 242,192,485

1,614,030 1,236,800,159

228,918

3,244,958 701,087

98,470,392 22,500 301,028

723,587 8,004,439

50,000

7,172,467 8,355,467

5,836,194

13,008,661

10,396,143 介護予防拠点（おまめでサロン）◆ 1,233,000

466,200 1,233,000

84,411,292 138,510

49,273,151 309,770

14,431,722 674,632 1,384,452,429 217,401,899

30,874,678 435,543 1,401,484,005 211,197,412

21,876,226 4,189,138 △ 17,031,576 6,204,487

211,729,412 5,747,593

公益事業　合計
福祉教育推進●◆

社会参加促進◆

ボランティアセンター企画運営●◆

ボランティア養成●

計　⑩

収益合計

費用合計　⑫計※

社会福祉事業　合計
収益合計

計　③

計　⑪

ファミリーサポートセンター（子育て支援）◆

費用合計 ①～⑪　計※

その他事業

※内部取引 532,000 消去後

（単位：円）

社協竜東介護相談センター

計　⑨

在宅福祉・自立支援法推進に関する事業

特別養護老人ホーム飯田荘

特別養護老人ホーム第二飯田荘

家庭介護者交流◆

社協南信濃ヘルパーステーション

上郷デイサービスセンター

訪問入浴サービスセンターふれあい福祉センター管理◆

竜東デイサービスセンター

生活就労支援センター（まいさぽ飯田）◆

南信濃高齢者共同住宅◆

計　⑤

住民全般福祉

赤い羽根共同募金事業

福祉サービス利用援助

生活福祉資金貸付

高齢者福祉

地域支え合い活動推進●◆

有償サービス●◆

当期活動増減差額

理事会・評議員会・監査会等

ファミリーサポートセンター（生活支援）◆

飯田市社会福祉大会

敬老の日●

地区社協活動助成● 社協介護相談センター

社協南信濃介護相談センター

社協ヘルパーステーション

一般社協運営◆

個人情報保護・情報公開・苦情処理

企画・啓発●

奨学金運営

役職員研修等

児童・青少年福祉

企画運営に関する事業

遠山地域支援事業

南信濃障がい者等活動支援センター◆

計　⑥

善意銀行運営

生活就労支援事業

生活支援サービス創出◆

計　⑫

ファミリーサポートセンター

計　②

当期活動増減差額

計　④

いいだ成年後見支援センター◆

南信濃地域包括支援センター◆

いがら地域包括支援センター◆

かわじ地域包括支援センター◆

ボランティアセンター運営基金

計　⑧

ボランティアセンター

※内部取引 185,212,358 消去後

ボランティア推進●

いいだ地域包括支援センター◆

公益事業

飯田市福祉会館◆

南信濃福祉研修センター◆

介護保険事業ふれあい福祉センター

心身障がい者福祉推進●◆

母子・寡婦福祉推進●

総合相談◆

計　①

地域活動福祉基金

基金運営事業

北部デイサービスセンター

特別養護老人ホーム遠山荘

自立支援訪問介護

生きがいデイサービス（サテライト型）◆

地域介護予防活動推進◆

障がい児・者福祉

配食サービス●◆

生活つなぎ資金貸付

計　⑦

有料ホームヘルプ

いいだデイサービスセンター

南信濃デイサービスセンター

結婚相談●◆

法人運営部門 地域福祉部門 介護福祉部門

令和２年度 飯田市社会福祉協議会 事業及び決算概要（令和3年3月31日現在）
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